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資料１



目次

○ 第５回優先的検討部会では、以下項目について議論・報告を行う。
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１．第４回優先的検討部会以降のこれまでの取組について

２.平成28年度末の優先的検討規程策定状況のフォローアップについて

３．ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討の今後の取組方針

４．アクションプランの見直しについて



１．第４回優先的検討部会以降のこれまでの取組について
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人口20万人以上の地方公共団体において「優先的検討規程」の運用が開始
平成29年4月～

「PPP/PFI手法導入優先的検討規程策定の手引」

「多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための指針」について（要請）

○人口20万人以上の地方公共団体に対して、優先的検討規程の策定を平成28年度末までに行うよう要請
○人口20万人未満の地方公共団体に対しては、同様の取組を行うようお願い
※「多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための指針」民間資金等活用事業推進会議決定（平成27年12月15日）

平成27年12月17日

平成28年3月 「全国説明会」の開催

・全国9か所で説明会を開催
※参加地方公共団体数：232団体

・説明会実施後、希望する地方公共団体に対し
て個別相談会を実施

○全国説明会や優先的検討規程の策定状況等に関する調査（平成28年10月）において規程の策定状況や運用上の課題を確認

・地方公共団体が優先的検討規程を策定する際の参考となる手引（内閣府作成）
・構成 ① 優先的検討指針とその解説

② 優先的検討規程のひな形
③ 簡易な検討の計算表（費用総額の比較に用いるエクセルシート）

平成28年6～7月

第４回優先的検討部会以降の取組の内容
○優先的検討の推進に向けた取組の進捗状況

「PPP/PFI手法導入優先的検討規程の策定及び運用について（要請）」 平成29年1月

○優先的検討規程の確実な策定に向けて、規程の策定を改めて要請
○優先的検討規程の実効ある運用に向けて「運用の手引」を作成し、全国説明会（平成29年2月）を実施

「PPP/PFI手法導入優先的検討規程運用の手引」 平成2９年１月

・地方公共団体が優先的検討規程を運用する際の参考となる手引（内閣府作成）
・構成 第１章 実効ある優先的検討の運用に向けて<基礎編>

第２章 PPP/PFIの推進に向けて<応用編>
第３章 PPP/PFI事例集<事例編>

「全国説明会」の開催 平成2９年２月

・全国9か所で説明会を開催
※参加地方公共団体数：2９９団体

・説明会実施後、希望する地方公共団体に対し
て個別相談会を実施

○全国説明会や優先的検討規程の策定状況等に関する調査（平成2９年３月）において規程の策定状況や運用上の課題を確認
○３月末時点の優先的検討規程の策定状況：67.4％（人口20万人以上の地方公共団体）
○今後の優先的検討規定の策定状況：99.4%（人口20万人以上の地方公共団体）

第4回優先的検討部会以降の取組
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PPP/PFI手法導入優先的検討規程の策定及び運用について（要請）
（平成29年1月31日付け府政経シ50号・総行地第16号）
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○全国９か所（北海道、東北、関東、北陸、中部、関西、中国、四国、九州）にて実施
○参加団体数：地方公共団体：245団体（うち、人口20万人以上：141団体）、民間54団体

人口20万人以上の地方公共団体の参加率：77.9％

○参加者アンケート結果

優先的検討規程運用の手引の全国説明会の実施状況について

〈全国説明会の実施状況（大阪会場）〉

※個別相談会59件の相談内容
・優先的検討規程について 43件
・個別事業について 16件

個別

ブロック別 相談会

公共 民間 公共 民間 参加団体数 (件)
2月10日 札幌 28 － 5 － 3 75 1
2月13日 高松 21 － 10 － 8 100 6
2月15日 仙台 23 － 17 － 10 66.7 4
2月20日 大阪 62 11 46 10 28 96.6 10
2月20日 金沢 17 1 11 1 9 90 4
2月21日 広島 21 － 9 － 7 58.3 3
2月23日 東京 109 33 81 24 47 71.2 19
2月27日 名古屋 45 10 36 9 16 88.9 9
2月28日 福岡 41 12 30 10 13 68.4 3

367 67 245 54
59（※）

434 299

開催日 開催地

参加者

(人)
団体数

(団体)
うち人口20万人以上

割合
（％）

合計 141 77.9
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今後運用していくにあたっての課題（自由記述） n=187
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①事例等の紹介

②セミナー・勉強会の開催

③財政支援

④HPの充実

⑤他省庁の情報提供

⑥小規模自治体向け内容

⑦VFMデータの調査

内閣府への要望（自由記述） n=37
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